住　民　監　査　請　求　書　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２１年６月３０日　　　　　　　　　　　　　　　　　
京都市監査委員　殿

　　　　　　　　　　　　請求者　住所　京都市中京区

　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　◎◎　◎子　　㊞
　　　　　　　　　　　　　　　　職業　　会社員

地方自治法第242条第1項の規定により別紙事実証明を添えて必要な措置を

請求します。

監査請求の要旨
　１．京都市は平成１６年度から平成２０年度まで毎年各幼稚園に対して私学幼稚園事業補助金という名目で１４０万円から１６０万円の補助金を交付している。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事実証明　１～４（実績報告書）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事実証明　５（固定資産明細表　枠外の記載）
２．幼稚園に対する補助金の目的は幼稚園の教育水準を高め、父兄負担の軽減を図るためと補助金交付要綱にある。しかるに法人を異にする宗教法人の設備経費に幼稚園の予算から支出することは適切ではなく、学校法人会計基準から見ても不当である。
３．宗教系幼稚園にあっては教会（宗教法人）と幼稚園（学校法人）が同一敷地内にあることが通常であるが、あくまでも境界を明確にし、補助金（税金）が宗教に流れないように常に監視し、補助金交付に際しては特に慎重な調査が求められる。
監査請求の原因
Ⅰ）京都市は以下の各学校法人の幼稚園に対して各年度に私学幼稚園事業補助金を交付しているが、その決算報告書にあるように目的外使用の疑いがある。
　１、復活幼稚園平成１６年度　　１４００、０００円

　　　　　　　　　　１８年度　　１５００、０００円の補助金が交付されている。
　　　【目的外使用の疑い】　　　　　　　

　　　◎　平成１６年度の補助金予算書に園庭植木剪定費用５００、０００円と表記し、決算報告書にその費用２５２，０００円と報告している。
　　　◎　平成１８年度の予算書に園庭植木剪定費用２００，０００円と表記し、決算報告書にその費用１００、８００円と報告している。
上記の植木は宗教法人復活教会のものであり、幼稚園から植木の剪定費用を支出することは適正ではない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事実証明１　（復活幼稚園実績報告書）
２）下鴨幼稚園に補助金平成１６年度　　１４００，０００円

　　　　　　　　　　　　　　１８年度　　１５００，０００円

　　　　　　　　　　　　　　１９年度　　１５００，０００円

　　　　　　　　　　　　　　２０年度　　１６００，０００円が交付されている。
　　【目的外使用の疑い】　
· 平成１６年度の補助金決算報告書に園庭の植木剪定費として４９８７５円と
報告している。

· 平成１８年度の補助金予算書に植木の剪定費１００，０００円、決算報告書に６３０００円と報告している。

· 平成１９年度の補助金予算書に植木の剪定費１００，０００円、決算報告書に

　　３００，０００円と報告している

· 平成２０年度の補助金予算書に園周りフェンス工事費８１１，６５０円、決算報告書に同額の８１１、６５０円と報告している。

上記の費用はいずれも教会から支出されるべきものであり、幼稚園が負担することは

適正ではない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　事実証明　２　（下鴨幼稚園実績報告書）

３）桃山幼稚園に平成１９年度の補助金　　　　６４００００円

　　　　　　　　平成２０年度の補助金　　１６０００００円交付されている。

【目的外使用の疑い】　
◎　平成１９年度の補助金予算書に植物整備費１６８０００円そして
　　決算報告書にその費用として６８０００円と報告している。

◎　平成１９年度の補助金予算書にホール椅子収納台４３９００円

　　決算報告書にその費用として３８１２０円と報告している。

　◎　平成２０年度の補助金予算書に樹木整備費として３０００００円

　　　決算報告書にその費用として３０００００円と報告している。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事実証明　３　（桃山幼稚園実績報告書）

４）聖三一幼稚園に平成１６年度の補助金として１４０００００円が交付されている。

　
【目的外使用の疑い】　　

　◎平成１６年度の補助金予算書に階段手すり修繕費用として２２８５００円、
　　決算報告書にその費用として１９９５００円が計上されている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　事実証明　４　（聖三一幼稚園実績報告書）

　５）聖光幼稚園に対して平成11年度に少子化対策特別補助金として５、０００、０００円が交付された。

【目的外使用】

· 平成11年度の計算書類の中で固定資産明細表の有形固定資産の教育研究用機器

備品当期増加額として5、888、391円を計上し、摘要欄に（注）１として欄外　　

に「（注）１当期増加額のうち、４，８２６、８５０円は少子化対策補助金によ　　

る礼拝堂長椅子の購入である。」と書かれている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　事実証明　７（聖光幼稚園計算書類）

Ⅱ）京都市教育委員会は京都市事業補助金申請書および少子化対策補助金申請書に上記のような記載があるにもかかわらず京都市がそれを認め補助金を交付したことは補助金の交付に当たり公正さと慎重さを欠き、目的外使用を黙認したことになり、その結果京都市の財政に損害を与えた。よって管理の責任を問うと共に、執行された分の返還の勧告を求める。

Ⅲ．上記のとおり復活幼稚園、下鴨幼稚園、桃山幼稚園、聖三一幼稚園の流用合計額は

２、１９０１４５円であり、聖光幼稚園の流用額４、８２６，８５０円を合計すると

その金額は７、０１６、９９５円となります。

1． 京都市は各幼稚園に対して平成１６年から２０年度までに上記のような多額の補助金を交付している。
2． その中で幼稚園とは法人を異にする宗教法人の所有物である樹木の剪定費用や教会の階段の修理費を幼稚園から支出していたり、少子化対策補助金を教会の設備である長椅子購入費用に流用された。それを京都市が認めていることは補助金の目的外使用を容認することになり、また憲法第20条の政教分離の原則にも違反したことになると主張する。

3． この補助金は各幼稚園の申請を受けて京都市教育委員会が承認したものである。

4． その申請書には上記のような項目が明記されている。

５．この補助金は「私立幼稚園事業補助金」という名目で私立幼稚園の振興及び充実を図ることを目的とする事業の経費とすると交付要綱にある。
６．本来幼稚園の施設の充実を図り、教育水準を上げるために使用されるべき補助金を
別法人の所有物や施設の修理に使用することを京都市が認めることになると、補助金の趣旨から離れることになる。
７．この樹木や教会の階段等は幼稚園に近接して存在しているが、不動産登記の登録状況から教会のものであることが明瞭である。
８．少子化対策事業に使いなさいと交付された補助金を教会の備品購入に充てていたことはどのように弁解しても結びつかない。

９．とにかく国民の税金を宗教法人の設備費用や施設費用に流用することは税金の納税者に説明がつかない。担当者の認識の欠如であり行政の怠慢である。
１０．本来幼稚園の施設の充実を図り、教育水準を上げるために使用されるべき補助金を
別法人の施設である教会の修理や設備に使用することを京都市が認めることになると、補助金の趣旨から大きく離れることになる。
１１．同じ敷地内に教会があり、教会の礼拝堂や付属の施設を幼稚園が使用するのは自由であります。教会礼拝堂の利用も自由であります。しかし、使用に際しては宗教法人の教会の使用料規定に則り、使用料決済をすべきであり、使用するからという理由で他法人の設備費用を学校法人の会計から支出するのは基本的な誤りであります。

１２．京都市は補助金を交付していることからその交付要綱にも厳しい規定を設け、目的外使用を特に注意書きし、戒めておられます。また規定に反した場合には行政調査権、も担保され、特に悪質な場合には最高、補助金の返還や減額処置も盛り込まれています。
１３．平成１５年度に他法人への流用が補助金決算報告書にて明記されていたにも関わらず、一切調査、指導、勧告がなされない結果、翌年以後にも同様の流用が実行されたのであります。
１４．平成１５年度に調査、勧告をしても幼稚園が無視をし、翌年も同様の流用を
なした場合は悪質と判断し、補助金の返還及び減額処置をするべきであり、
それを怠った京都市職員の不作為の行為により京都市の財政に損害を与えたという
ことは免れない事実であります。
１５．なおこのような同一敷地内に宗教法人の施設と学校法人の施設が同居するケースで　　
　　は宗教法人側がお金を使わず、幼稚園の財政に頼る傾向が大であります。
１６．同宗派の京都聖光幼稚園の現園長、宮嶋眞は教会の年次会計報告巻末あいさつ文に
　　　「この教会は幼稚園が併設されているので何かと有利です」と述べ、日常教会委員や幼稚園の理事たちに口癖のように「幼稚園と教会の財政は一体です」と述べています。この宮嶋真園長は宗教では教区の常置委員（最高諮問会議）の３人の一人であり、この人物の幼稚園教会一体化論が教区の幼稚園運営に影響を与えていることが考えられます。
１７．各府県庁に情報公開しても詳細な金額や固定資産明細表の摘要欄等々が公開されないので、もっと大胆な流用が存在していても実態がつかめません。
１８．各府県庁にすべて公開するよう異議申し立てを提出しており、同時に国の文部科学省私学補助金担当の官吏に対して、京都や奈良での補助金流用事件について詳細を報告し、今後の防止策として、まず固定資産明細書の施設と設備の項目について明細書の添付を義務付け、都道府県の担当者がその明細を特に慎重に精査することが流用を防ぐ上で最も効果的な対策になるということを進言いたしました。
１９．幼稚園の理事のほとんどが教会委員をも兼ねており、この宗派のほとんどが
教会の牧師兼幼稚園理事長兼園長と同一人物が三役をこなしています。
２０．幼稚園の園長の任命はこの宗派の教区長が握り、その意向に沿う人物が選考されている実態があります。
２１．幼稚園の会計から教会の備品を購入することを行政が認めるとすると今後、他の宗教系の幼稚園でも流用が日常化し、本来の幼稚園への補助金の精神が崩れていくことを懸念いたします。
２２．京都で実施された幼稚園に交付された「少子化対策補助金」５００万円をそのままほとんど満額を教会の聖堂の長椅子購入費用に流用されていたことから見ても、この誤った認識を断ち切らない限り、今後牧師の祭服や祈祷書や聖餐式の銀の器等々に税金で補助されている幼稚園の金が堂々と使われても、それを止められない心配があります。
２３．ご存知のとおり、靖国神社では大臣の参拝に際し、玉ぐし料の一万円が公費かポケットマネーかと毎年新聞を賑わせます。宗教系の幼稚園では長年に渡って何十万、何百万円のお金が宗教に流用されておるとすれば、それだけ子供たちのための設備がおろそかになり、幼稚園の教育水準が落とされていると言っても過言ではありません。
２４．京都市の監査委員がこの実態に気づき、この悪慣行を断ち切るために勇断されることを特に期待いたします。
追記参考

１．京都府庁文教課は牧師館を幼稚園の施設と認めず、幼稚園の予算から牧師館の火災保険金を支払っていたことに対して、2008年4月是正勧告された経緯がある。

２．2009年5月１日、京都市総務課の補助金交付担当者が当該幼稚園に出向き牧師館について調査された。
　　３．２００９年５月１３日に住民監査請求された牧師館の天井修理費用は京都市からの指導ですでに幼稚園から京都市に返還されている。
　　４．平成１６年度聖三一幼稚園の「階段手すり修理」の件で当時の園長の

　　　　門脇光禅牧師（＊）に電話で確認したところ「階段は幼稚園のではなく、礼拝堂に上がる階段を修理しました」という回答を得ている。

　　　　〔＊〕福井聖三一教会牧師・園長　０７７６－２３－６１９４
監査請求の証拠
事実証明　１．復活幼稚園平成１６年度、１８年度補助金申請書、予算書、
実績報告書（全６枚）

事実証明　２．下鴨幼稚園平成１６年度、１８年度、１９年度、２０年度補助金
申請書、予算書、実績報告書（全１２枚）

事実証明　３．桃山幼稚園平成１９年度、２０年度補助金申請書、予算書、実績報告　　　

　　　　　　　書（全６枚）、見積書（全３枚）
事実証明　４．聖三一幼稚園平成１６年度補助金申請書、予算書、実績報告書（全３枚）
事実証明　５．支払い決定書、命令書（平成１６年度～２０年度）（全１０枚）
事実証明　６．法務局発行不動産登記事項要約書　土地　(全３枚)

事実証明　７．計算書類（聖光幼稚園発行）から私立幼稚園少子化対策補助金の使用実績を示す固定資産明細表ほか（全２９枚）

事実証明　８．補助金執行上の権限表（全１枚）

事実証明　９．聖光幼稚園の不動産登記要約書法務局発行（全６枚）

参考資料　
幼稚園の植木植栽の状況を示す写真（全２枚）

聖光幼稚園と教会の関係図（全１枚〕

　　読売新聞、毎日新聞記事（全２枚）

付記：　上記流用については平成21年６月１０日京都市公文書情報公開の

開示にて補助金実績報告書の内容を精査することで初めて知り得ました。また、
少子化対策補助金については聖光幼稚園元監事から最近届けられた計算書類を

精査することにより発見いたしました。　　　　　　　　　　　以上
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